
 　

　　　請負者は、本工事における火災保険、労災保険、建設業退職金共済組合等必要な保険等に加入すること。

工事名 工事箇所 図面名 縮　尺 図面番号日　付

1中 野 市 役 所

Ⅰ　工事概要

　１　設計図及び特記仕様書に記載されていない事項は国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

 ●一般事項

 ●その他

　　　の様式である「再生資源利用[促進]（計画・実施）書」により提出すること。

　２　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）について

　　　また、最終引受場所、適正処理を証明する書類及び処分量について報告すること。

　１　建設副産物について

　　　建設副産物の処理は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき適正処理が図られること。

　　　本工事が建設リサイクル法における対象工事に該当する場合は提出書類他必要な事務処理を

　　　適正に行うこと。また、下記の対象規模に該当する場合は、長野県の「建設副産物実態調査」

　　　　○再生資源利用計画、実施書の作成〈再生材の使用（搬入材）〉

　　　　　・土砂1000立米以上

　　　　　・砕石500t以上

　　　　　・加熱アスファルト混合物200t以上

　　　　○再生資源利用促進計画、実施書の作成〈建設発生材の処分（搬出用）〉

　　　　　・建設発生土1000立米以上

　　　　　・コンクリート塊、アスファルト塊又は木材の合計200t以上

　３　施工体制台帳及び施工体系図について

　　　施工体制台帳「下請、再下請台帳及び全ての下請契約書」、施工体系図を整備し、写しを提出

　　　すること。また施工体系図は同現場及び公衆の見やすい場所に掲示すること。

　４　シックハウス対策について

　　　本工事に使用する材料は、下記の規格・規定品を原則とする。また、これらの規格が確認できる

　　　書類を提出し、監理者の承諾を得ること。また、施工中後は、化学物質低減のため換気を十分に行うこと。

　　　　　・改正後のJAS・JIS規格による「F☆☆☆☆」

　　　　　・改正前のJAS・JIS規格による「FcO、EO」＋試験成績表により確認ができるもの

　　　　　・大臣認定書により確認ができるもの。なお、『建築基準法28条の2 居室内における化学物質の発散に

　　　　　　対する衛生上の措置』、『文部科学省 学校環境衛生の基準』等、シックハウス対策に関連する法令等

　　　　　　を十分考慮し、設計書の仕様のみならずVOC濃度を下げる施工方法を提案し、監理者及び監督員との協議

　　　　　　により必要な措置を講ずるものとする。また、ホルムアルデヒドをはじめとする化学物質が文部科学省

　　　　　　「学校環境衛生の基準」で定める室内空気中化学物質濃度の基準値を下回っていることを確認した後

　　　　　　工事物の引渡しを行うこと。

　５　アスベスト対策について

　　　本工事に使用する材料は、アスベストを含有するものを使用することなく、決定にあたっては規格証明書等により

　　　監理者の承諾を得て実施すること。建築物の解体等においては、石綿障害予防規則等の関係法令により適正に行うこと。

　６　工事実績情報の登録

　　　請負金額が500万円以上の場合は、工事実績情報(工事カルテ)の登録をすること。登録する際は建築工事標準仕様書に基

　　　づき登録の手続きを行い、登録されたことを証明する資料を監督職員に提出すること。

　　　　　工事受注時　　　　　　　　契約締結後10日以内

　　　　　登録内容の変更時　　　　　変更起因後10日以内

　７　保険等について

　　　　　工事完了時　　　　　　　　工事完了後10日以内

　８　協力施工業者について

　　　下請業者の選定にあたっては、市内に本社、営業所若しくは工場等があり、良好な業者を優先考慮すること。

　１　工事場所　

 ●工事種別

　　　及び「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）（最新版）」　

　３　提出書類は、監督員の指示による。

　４　工事の実施にあたって、事前に実施工程表を提出し、監督職員と協議すること。

　２　上記施工基準によるほか、中野市財務規則、工事請負契約書及び関係法規を遵守すること。

　　　による。

NOSCALE

　　　「公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）（最新版）」

 　・暖房機入替工事　一式

中野市大字安源寺666番地１　西部文化センター

位置図 SCALE：NOACALE

令和５年度 中野市西部文化センター暖房機入替工事 令和５年８月

令和５年度　中野市西部文化センター暖房機入替工事

　　・中野市大字安源寺666番地１　西部文化センター　

Ⅱ　機械設備工事特記仕様書

位置図・特記仕様書

対象箇所


